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１．はじめに 

1.1. 教育質保証に関する近年の動向 

「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」（平成 28 年文部科学省令第 16 号）が平

成 28 年 3 月 31 日に公布され、平成 29 年 4 月 1 日から施行されたことにより、全ての大

学等は、その教育上の目的を踏まえて、「卒業の認定に関する方針」、「教育課程の編成及び

実施に関する方針」及び「入学者の受入れに関する方針」（以下、「三つのポリシー」とい

う。）を策定し、公表することが法令上の義務として位置付けられることになった1)。併せ

て、「学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める

省令の一部を改正する省令」（以下、「改正細目省令」という。）が平成 30 年 4 月 1 日に施

行され、認証評価機関が定める大学評価基準に共通して定めなければならない内容等とし

て、「大学における教育研究活動等の見直しを継続的に行う仕組み（以下、「内部質保証」

という。）に関すること」及び「卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針並びに入学者の受入れに関する方針に関すること」が新たに規定されている 2)。三

つのポリシーを策定することの重要性については、中央教育審議会における答申において、

古くは平成 20 年 12 月 24 日「学士課程教育の構築に向けて」3)で指摘されてきたことであ

るが、近年は国公私立大学全体に確実に浸透しており、文部科学省が行う「平成 28 年度の

大学における教育内容等の改革状況」の調査結果4)において、学部段階での三つのポリシー

を策定していると回答した大学は 99.7％に及んでいる。 

しかしながら、実態としてはまだ課題が残された状況である。学校教育法施行規則改正

と併せて公開された中央教育審議会大学分科会大学教育部会による「「卒業認定・学位授与

の方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）

及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関するガイド

ライン」（平成 28 年 3 月 31 日。以下、「ガイドライン」という。）では、各大学が策定する

ポリシーの内容について、「抽象的で形式的な記述にとどまるもの、相互の関連性が意識さ

れていないものも多い」ことなどが指摘されている 5)。また、同ガイドラインにおいて、

三つのポリシーの運用に際し留意すべき事項として、「大学教育を充実させるためには、三

つのポリシーを起点とする PDCA サイクルをポリシーの策定単位ごとに確立し、教育に関

 
1 サイバー大学 副学長 兼 事業統制企画室長 
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する内部質保証を確立することが必要である」という提言もある 5)。すわなち、各大学は

三つのポリシーを策定・公開するといった法令上の基本要件を満たすところまでは現在対

応できているが、今後は三つのポリシーに基づく実質的な運用として、教育の改善・向上

のサイクルを稼働させることが必須要件として求められていくと考えられる。 

 

1.2. 教学マネジメント確立のためのアセスメント・ポリシー 

平成 30 年 3 月 26 日開催の「中央教育審議会 大学分科会 将来構想部会制度・教育改革

ワーキンググループ」では、学修の質保証の向上に関する取組について議論が行われ、「各

大学が、学長のリーダーシップの下で、「三つの方針」に基づく体系的で組織的な大学教育

を、学位を与える課程（プログラム）共通の考え方や尺度（アセスメント・ポリシー）を

踏まえた適切な PDCA など点検・評価を通じた不断の改善に取り組みつつ実施すること

（「教学マネジメント」の確立）が必要である。」と指摘されている6)。 

アセスメント・ポリシーとは、文部科学省の用語集では「学生の学修成果の評価（アセ

スメント）について、その目的、達成すべき質的水準及び具体的実施方法などについて定

めた学内の方針」と定義されており 7)、最近では「学修成果の可視化」を推進するための

方策として、同ポリシーの策定を主体的に取組んでいる大学も徐々に現れてきている。 

以上で述べたような背景の下、筆者が所属するサイバー大学（以下、「本学」という。）

では、中央教育審議会のガイドラインを参考にして、平成 30 年 8 月度教授会で、「建学の

理念」、「使命・目的」、「教育目的」、「三つのポリシー」を一貫性のある内容に見直しを行っ

た。また、令和元年 5 月度教授会で、三つのポリシーを起点とした学修成果の検証方針と

して、アセスメント・ポリシーを策定し、大学ホームページに公開した8)。以下では、各大

学におけるアセスメント・ポリシーの整備状況を概観した上で、全ての授業を e ラーニン

グで行う本学を事例に、同ポリシーに基づく教育質保証サイクルの取組み状況について解

説する。そして最後に、通信制大学での今後の課題と展望を述べることとする。 

 

 

２．アセスメント・ポリシーの整備状況 

2.1. 私立大学におけるアセスメント・ポリシーの整備状況 

株式会社立大学である本学には無関係であるが、私立大学においては、平成 30 年度から

経常費補助金の配分方法に変更があり、新たに「教育の質」に係る客観的指標が導入され

ている9)。全 14 項目の指標では、「三つのポリシーを踏まえた取組の点検・評価」、「IR 機

能の整備」、「履修系統図またはナンバリングの実施」、「学生の学修成果の把握」などの項

目があげられているほか、「アセスメント・ポリシーの整備」が新規項目に加えられており、

同ポリシーが今後の大学改革のための標準的な要件として位置付けられたことになると見

なせる。 
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では、アセスメント・ポリシーの整備状況について確認すると、日本私立学校振興・共

済事業団が公開する「私立大学・短期大学教育の現状」（教育情報集計報告・平成 30 年度）

の調査では、集計対象 560 大学のうち、わずか 84 校（15.0％）しか整備が進んでいないと

いう結果であった10)。各大学で三つのポリシーの整備はすでに完了している状況にあるが、

今後はそれらを起点とした PDCA サイクルの運用に力点が置かれていくことになるはず

である。その過程において、各大学が認証評価等の対応を通じ、教学マネジメント確立の

ための第四のポリシーとして、アセスメント・ポリシーを整備していくことになるのでは

ないかと思われる。 

 

2.2. 通信制大学におけるアセスメント・ポリシーの整備状況 

次に、通信制大学に限定した場合のアセスメント・ポリシーの整備状況について、各大

学のホームページ及び大学ポートレートの公開情報を筆者が確認したところ、令和元年 8

月時点で本学を除く 42 大学（学生募集停止の通信教育課程を除く）のうち、10 校（23.8％）

が整備済みという状況であった。すべての通信制大学で、三つのポリシーは現在公開され

ているものの、アセスメント・ポリシーの整備は、やはり遅れていることがわかる。全国

私立大学の整備状況と比べて、通信制大学の方が数値的に若干進展しているようにも見え

るが、整備済みの 10 大学については、いずれも通学課程を有しており、あくまで通学制を

前提とした全学的なポリシーとして策定・公開されたものとなっている。通信課程に特化

し、通学課程と切り分けてポリシーを策定している事例は、わずか 1 校のみであった。 

そもそも通学制と通信制とでは、後者の方が社会人にとって学びやすい学修形態である

ことから、同一大学であっても必然的に入学者の属性が大きく異なるものである。入学時

における学力試験の有無や、在学中の学生生活の実態、卒業後の進路等も、高校新卒の入

学者が主体の通学課程と、社会人主体の通信課程で状況が異なるため、学修成果の把握に

関しては必ずしも同一の指標が相応しいとは思われない。すなわち、通信制大学のために

特化されたアセスメント・ポリシーの整備は、令和元年 8 月時点では全国の大学で実質的

にほとんど進展していない状況といっても良いであろう。 

 

 

３．アセスメント・ポリシーの構成内容 

3.1. アセスメント・ポリシーの構成例 

前項で述べたように、アセスメント・ポリシーの策定校はまだ少ないものの、通学制の

大学も含めて整備済みの事例の多くでは、縦軸に「①機関（大学全体）レベル」、「②教育

課程（学部・学科）レベル」、「③科目レベル」といった 3 段階のレベルを設定するととも

に、横軸に三つのポリシーと対応させて、「①入学時（入学前・直後）」、「②在学時」、「③

卒業時・卒業後」といった時系列の 3 段階に区分したマトリクス表が作られている。 
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各段階での具体的な評価指標も定められており、「①入学時（入学前・直後）」では、機

関レベル・教育課程レベルともに、主に入学試験の成績や調査書等の記載内容、入学時ア

ンケート調査結果などが設定されることが多い。「②在学時」では、機関レベル・教育課程

レベルにおいて、学生の退学率・休学率、GPA 分布、学修活動アンケート調査結果などが

設定され、科目レベルにおいて、成績評価分布、単位修得率、授業評価アンケート調査結

果が評価指標とされている。「③卒業時・卒業後」の指標は、機関レベル・教育課程レベル

において、学生の卒業率、就職率、進学率、資格取得状況、卒業生アンケート調査結果な

ど、科目レベルにおいて、卒業研究の成績評価などが設定されている（表１）。 

先進的な大学では、学修成果を把握するため、ルーブリックや学修ポートフォリオの活

用事例もあり11)、評価の実施方法だけでなく、達成すべき質的水準まで数値的に明確に公

表しているものもあった。アセスメント・ポリシーの策定は、各大学で取組みが始められ

たばかりであり、自らの教育理念及び使命・目的を達成するために、何をもって学修成果

の指標と考えるのか、現在は試行錯誤の段階にあるといえる。 

 

表１ 一般的なアセスメント・ポリシーに基づく評価の実施方法 

 

3.2. サイバー大学のアセスメント・ポリシー 

本学のアセスメント・ポリシーについても令和元年 5 月の教授会審議を経て決定された

ばかりである。IT 総合学部のみの 1 学部構成であるため、学部のポリシー＝大学全体のポ

 ①入学時（入学前・直後） ②在学時 ③卒業時・卒業後 

①機関（大学全体）レ

ベル 

・入学試験の成績 

・調査書等の記載内容 

・入学時アンケート調査 

など 

・退学率・休学率 

・GPA 分布 

・学修活動アンケート

調査 

など 

・卒業率 

・就職率・進学率 

・資格取得状況 

・卒業生アンケート調査 

など 

②教育課程（学部・学

科）レベル 

・入学試験の成績 

・調査書等の記載内容 

・入学時アンケート調査 

など 

・退学率・休学率 

・GPA 分布 

・学修活動アンケート

調査 

など 

・卒業率 

・就職率・進学率 

・資格取得状況 

・卒業生アンケート調査 

など 

③科目レベル  ・成績評価分布 

・単位修得率 

・授業評価アンケート

調査 

など 

・卒業研究の成績評価 

など 
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リシーとしているが、三つのポリシーを起点として、「①入学時（入学前・直後）」、「②在

学時」、「③卒業時・卒業後」の 3 段階に分けて、以下のとおり「アセスメント・ポリシー

（学修成果の検証に関する方針）」を設定した（表２・３）。 

なお、本学 IT 総合学部における学修成果とは、大学の使命・目的及び教育目的を踏ま

え、「高度 IT 人材」の育成に資する成果のこと、すなわち、「IT 知識」、「ビジネス応用力」、

「コミュニケーション力」という三つの力に関わる成果と見なしている。この考え方は、

経済産業省が提示した「次世代高度 IT 人材に求められる能力と知識」の定義12)とも矛盾

するものではなく、本学の教育課程編成の基本方針に通じている。学修成果の実態把握の

ため、全科目で毎学期実施している授業評価アンケートの中では、「受講を通して、新たな

知識や技能が身についたと思いますか。」という質問項目を設けているが、アンケート回答

者のうち 85％以上の者が「新たな知識や技能が身についた」と評価されており、本学に多

数在籍する社会人学生にとって有益な教育内容を提供できているといえる。 

 

表２ サイバー大学のアセスメント・ポリシー（令和元年 5 月時点） 

アドミッション・ポリシーに関する検証 

・入学時における志望動機等の集計分析および「基礎力診断」の受験結果分析によ

り、本学での学修に適応可能な能力・意欲を有した者が入学しているか検証を行

う。 

・新入生の年齢・職業・希望するコース・プログラム等に関して経年的な傾向を把握

し、それらの属性別に、本学での学修を継続する力が身に付いているか検証を行

う。 

カリキュラム・ポリシーに関する検証 

・全学生・全科目の受講継続率や単位修得率等のデータを活用し、シラバスに定める

成績評価基準に基づき、科目の到達目標として定義された「スキルセット」や科目

目標の知識・技能が身に付いているか検証を行う。 

・「授業評価アンケート」における知識・技能の修得度、「学生生活全般に関する満足

度アンケート」での学修成果に関わる意識調査を基に、本学が求める専門知識・能

力が身に付いているか検証を行う。 

ディプロマ・ポリシーに関する検証 

・卒業後 1 年未満の者に行う「卒業生ディプロマ・ポリシー達成度アンケート」によ

り、卒業時に求める専門的能力と教養的能力が身に付いているか検証を行う。 

・卒業後 1 年以上経過した者に行う「卒業生フォローアップアンケート」により、卒

業後のキャリア等への影響が本学の人材育成目標に資するものとなっているか検

証を行う。 
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表３ サイバー大学のアセスメント・ポリシーに基づく評価の実施方法 

 

 

４．サイバー大学における教育質保証サイクルの取組み状況 

4.1. 各種データを活用した数値目標の設定 

表３に提示した「アセスメント・ポリシーに基づく評価の実施方法」に関しては、いず

れも本学において同ポリシーを策定する以前から実践してきた教育質保証のための取組み

であるが、「1. はじめに」で述べたような昨今の法改正等の動向や、平成 30 年度における

中央教育審議会の答申等を踏まえ、改めて教学マネジメントの柱として明文化し、全学的

な基本方針に位置付けて学内外に周知している。 

学生に対するアンケート調査の実施や、e ラーニングシステムから取得される学修デー

タの集計・分析等は、それぞれの担当部署や専門部会が主体で行っている。また、大学事

業全体に関する内部質保証を行う要として、学長直轄の「事業統制企画室」という部署を

設置しており、同部署が各種データを体系的・経年的に収集・管理した上で、大学事業の

各種数値目標（志願者数、入学者数、在籍学生数、学生の受講継続率、科目の単位修得率、

授業満足度、履修登録単位数など）を設定している。 

こうした数値目標を達成するための対策に関しては、三つのポリシーを起点として、次

 ①入学時（入学前・直後） ②在学時 ③卒業時・卒業後 

①②機関（大学全体）レ

ベル・教育課程（学部・

学科）レベル（共通） 

・志望動機分析 

・入学時アンケート調

査 

・入学者属性分析（年

齢・職業・希望プログ

ラム等） 

・基礎力診断テスト 

・新入生の受講継続率

（学修データ分析） 

・学生生活全般に関す

る満足度アンケート

（全学生アンケー

ト） 

・在学生の受講継続率

（学修データ分析） 

・在籍年数に応じた単

位修得状況確認 

・GPA の確認 

・退学及び除籍理由分

析 

・卒業生ディプロマ・

ポリシー達成度アン

ケート 

・卒業生フォローアッ

プアンケート 

・卒業率分析 

・就職率（若年層未就

業学生） 

・有職社会人学生の

キャリアへの影響度

調査 

・資格取得状況 

③科目レベル ・初年次必修科目「スタ

ディスキル入門」の受

講継続率・成績評価・

単位修得率 

・授業評価アンケート 

・全科目の成績評価・

単位修得率 

・全科目の受講継続率

（学修データ分析） 

・卒業研究ゼミナール

の成績評価 



通信制大学のアセスメント・ポリシー 

23 

のとおり PDCA サイクルを稼働させている。 

 

4.2. アドミッション・ポリシーの検証に基づく PDCA サイクル 

本学は、IT とビジネスに関わる実践的知識や技能を身に付けたいと希望する者に広く門

戸を開いており、入学に際しては、志望動機から学習意欲を確認するとともに、大学での

学びに必要な思考力・判断力・表現力等を有しているか判定している。よって、アドミッ

ション・ポリシーに関わる検証では、志望動機の分析・集計や「基礎力診断テスト」（国語・

数学・英語・情報）の受験結果分析のほか、毎年の新入生を対象に、年齢・職業・希望す

るプログラム等の経年的な傾向を把握し、それらの属性別に入学後の単位修得状況や 2 学

期目の継続状況等を分析している。また、インターネット学修のスキル修得を目的とした

初年次必修科目の受講継続状況については特に注意深く検証し、数値指標に基づく課題分

析を毎期繰り返し行いながら、入学時における学修習慣定着のための指導方法の改善など

を検討している。 

 

4.3. カリキュラム・ポリシーの検証に基づく PDCA サイクル 

本学の教育課程は、学部の教育研究上の目的に沿った履修区分としてコース・プログラ

ムを設置し、カリキュラム・ポリシーに示した編成方針により、専門・外国語・教養科目

を開講している。授業の設計・開発には、インストラクショナルデザイナーが関与し、学

生が各科目の学習内容から身に付けるべき能力等を「～することができる」の項目で定義

した「スキルセット」を作成する。専門科目では、スキルセットによる基本的到達目標を

基軸として、「科目履修体系図」に沿って、コース・プログラム別に順次的かつ体系的に学

修できるようになっている。 

在学生の学修実態の把握として、すべての授業を e ラーニングシステムで行う本学では、

全学生・全科目の学修データを一元的に管理しており、受講継続率を過去学期の数値と比

較しながら詳しく分析可能である。取得された学修データは、教職員幹部が集まる「全学

運営委員会」という会議体で毎週共有され、ドロップアウト防止策を組織的に講じている。

通信制大学の場合、多様な学生が在籍することから、年齢・職業等の属性で区別してデー

タ集計する方が適切であり、受講継続率や退学・除籍理由の傾向分析はそのように処理し

ている。 

科目レベルでは、単位修得率や授業評価アンケート等のデータを活用し、各科目で定義

した「スキルセット」の知識・技能について、学生が受講後に期待どおり修得できている

かどうかを分析している。そして、各プログラムのスキル修得のために不足する学習内容

の把握や、「科目履修体系図」に示した学習順序の適切性を検証し、授業の改善及び新規科

目の開発に活かしている。 
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4.4. ディプロマ・ポリシーの検証に基づく PDCA サイクル 

卒業時・卒業後の学修成果の検証は、全学生に必修としている卒業研究ゼミナールの成

績評価状況を直接的な指標とするだけでなく、「卒業生ディプロマ・ポリシー達成度アン

ケート（対象：卒業後 1 年未満の者）」や「卒業生フォローアップアンケート（対象：卒業

後 1 年以上経過した者）」を毎年 1 回実施している。前者のディプロマ・ポリシー達成度ア

ンケートは、プログラム別に定義された専門的能力と、全学共通の教養的能力を卒業生が

5 段階で評価するもので、経年的な傾向を見ながら達成度が低い項目の洗い出しを行って

いる。本アンケートの検証結果は教授会等の会議体で共有し、入学から卒業までの学位プ

ログラム全体について必要な改善・改革を促す PDCA サイクルの起点に位置付けている。 

次に、フォローアップアンケートの方は、本学では現職の社会人学生が大多数を占める

ため、職業的地位や所得水準の向上に関する設問や、本学での学修を活かした職務を担当

できているかどうかの設問など、卒業後のキャリア等への影響を検証している。また、未

就業の若年層学生に関しては、全学生に対する割合としては相対的に少ないものの、全体

と区別して就職率を集計しており。現状の課題に対する取組みとして教育課程内外での就

職支援強化にも努めている。 

 

５．まとめ：今後の課題と展望 

中央教育審議会が策定した「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」（平

成 30 年 11 月 26 日）では、学修者の視点から「保証すべき高等教育の質とは何か、という

ことを問い直す必要がある」という提言が下され、「学生の学修成果に関する情報や大学全

体の教育成果に関する情報を的確に把握・測定し、教育活動の見直し等に適切に活用する

必要がある」と指摘されている13)。このような要請の下、本稿の主題に取り上げたアセス

メント・ポリシーは、三つのポリシーを起点とした教学マネジメント確立のための方針を

示した第四のポリシーとして、今後重要な位置付けとなることが予測される。 

一方、本稿においてアセスメント・ポリシーの整備状況を調査した結果、各大学の対応

はまだ 2 割程度であり、中でも通信制大学に特化した検討はまだこれからといった状況と

いえる。ただし、この状況を極めて悲観的に捉える必要はないであろう。近年の動向とし

て、改正細目省令により三つのポリシーを基軸とした「内部質保証」が認証評価の重点評

価項目に設定されたことや、私立大学の経常費補助金の配分基準に「アセスメント・ポリ

シーの整備」が加えられたことも考慮するならば、各大学が日頃から取組んでいる学修成

果の可視化に関する活動を体系的に整理していく中で、徐々に整備が進んでいくものと期

待される。 

本学のアセスメント・ポリシーについても令和元年 5 月に策定・公表したばかりであり、

整備して終わりではなく、実際に同ポリシーを活用しながら試行錯誤を繰り返す必要があ



通信制大学のアセスメント・ポリシー 

25 

るものと認識している。なお、大学教育の質に関する情報を整理・公開するための初の大

規模な試みとして、令和元年 11～12 月に「全国学生調査（試行実施）」が行われるという

通達が文部科学省高等教育局から発せられているが14)、その設問内容が本学のように多様

な学生が在籍する通信制大学の実態に必ずしも即していないと判断し、試行実施の協力を

見送っている。学修成果の検証方法に関しては、高等教育の在り方として、ある程度は画

一化できる要素があるものの、本来は各大学が自らの教育理念の下、その個性・特色を踏

まえた評価指標を定め、自主的に取組むべきものである。大学教育の多様性という観点に

おいては、各大学が独自のアセスメント・ポリシーを策定しつつ、それを基に大学運営の

改善・向上に取組み、検証結果を積極的に情報公開していくことが望ましい運用といえよ

う。 
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